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3」を導入 し、1999年 には全国すべての初 ・中 ・高等
学校で 実施 され ることとなった。










遂行課題やルーブ リック(評 価指標)の 作成 が盛んに
行われていた。
また、2003年 に誕生 した1,Myeong-Bak大 統領の 「参
与政府」では、国民政府の教育政策を維持 しなが ら、













学 大 学 院 教 育 学 研究 科 教 育 実 践 コ ラ ボ レー シ ョン ・セ ン タ
ー 』 平 成21年 度 報 告 書、2009年 、p.126。
国家主導の政策 として推進 された遂行評価 は現在、
韓国における教育課程改革の柱 として位置づけられて
いる。教育現場では、学生の手続 き的な(過 程的、方
法的)知 識や実際状況(実 生活 ・真正性が高い状況)
での問題解決能力(高 次の思考機能)の 伸長を重視 し、
代替的評価のなかに遂行評価、真正の評価が位置づけ
られている。これは、PISAに おける 「リテラシー」の
概念 と類似 している。 こうした学業成績のみに偏重 し
ない評価法を取 り入れた ことが、韓国がここ数年、
OECDの 国際学力調査であるPISA、 またIEAの 国際
数学 ・理科教育動向調査TIMSSの 結果において連続上
位 圏にランク5づ けられ ている理由の一つではないか
と考 えられ る。































入学査定官制の支援事業:47校 選別:先 進15、 継続23、 新規
9a
■入学査定官専門養成 ・訓練プログラム解説 ・運営。








































































定着 させるため、2009年 か ら2011年 までは入学査定
官制の定着 を目標に して内質化(大 学内での構造的定















援 システム」を運営 している。2009年 の教育科学部が
示 している 「非教科領域の総合支援システム」は、図




自律的に管理 ・構築す るために作 られたものである。
このようなシステムはNEISuと 連携 し、入学査定官制





















校及び大学の教育課程 を分析 し、関連情報 ・資料を蓄
積・管理す る ② 効果的な典型(モ デル)方 法(基 準の
モデル化)を 研究・開発する ③ 各校の入試資料 を審
査 ・評価 し、入学の可否を決定する ④ 入学生及び在




うに大きく① 認知的特性、② 情意的特性、③ 潜在力、
成長可能性、学科適応可能性に分けられている。① 認
知的特性 には、学生の論理的思考力や創意力とともに
適性(大 学進学の適性)が 重視 されている。つま り、
従来の 「成績=大 学」とい う進学図式から、個人の 「適










像を公知 し、書類審査を行 う。 「深層面接 ・討論」で
は、従来 とは異なる学生個人の環境、潜在力及び素質
なども総合的に判断する。例えば、私立大学である建
国大学では、入学選考項 目として2009年 か らKU[4入
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学査定官制典型(モ デル)1(リ ー ダーシップ)、典型

































































1段 階:書 類 評 価100
2段 階:深 層 面 接100
KU入 学査定官典型II 1段 階;書 類評価100
(自己推薦)
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建 Ku入 学査定官典型m 5
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考査では評価 しにくい高次の学力を評価対象 とす るこ
とを 目指している。
実施は、まず2007年 当時の教育人的資源部の財政
支援で10校 の大学(政 府支援大学:10、 独 自実施大学:
0)が 選抜され、行われた。また、2008年 には41校(政
府支援大学:40、 独 自実施大学:1)、2009年 には90
校(政 府支援大学:47、 独 自実施大学:43)が 入学査






機会均衡選抜制度の特別典型(モ デル)、 外国人 ・北
朝鮮離脱住民特別典型(モ デル)、 特殊教育対象者 の
特別典型(モ デル)を 設け、多文化主義のなかで大学
教育の責務を担 うことと、大学の組織的な自律化を 目
指 している。評価の手続 きは、準備過程(評 価基準設
定)と1-2-3の 段階的評価(予 備評価書一書類評価及

















ってお り、KU入 学査定官典型を行 っている。書類評
価のなかでは自己推薦が最 も重視 されている。この












































教科領域 も重視 し、個人の成長環境(貧 しい家庭でも





試の専門化(特 性化)を 高等学校 と連携 して目指 して
いることには、一定の評価を与えることができよう。
しか しなが ら、政権交代による教育改革 とい う状況
下において、教育科学部が入学査定官制を全国の大学
へ性急に奨励、推進 したことによって、初 ・中 ・高等
学校 と大学側では少なからず混乱を招いたこともまた















上が教育学 と統計学の修士 ・博士出身で構成 されてい








































1韓 国の学生生活記録簿(学 生の学校生活を記述 した
記録書)は 、1981年 導入 し、1995年5月31日 の教育改革
案のなかで 「総合生活記録部」が導入 されてからその
役割 が強調 された。その以降か ら、2006年 まで大学入
試の典型(モ デル)要 素 として活用されてお り、大 き
く分 けると 「教科領域」 と 「非教科領域」で区分 して
いた。







② 「学生生活記録簿」 と各大学が行 う③ 「論述」 「面
接 ・実技Jで 選抜が行われた。
52006年OECDのPISA調 査には、韓国内から154校 の
15歳 の学生5500名 が参加 し、その結果、読解カ リテラ
シーは2000年 調査では世界6位 、2003年 調査では2位 、
今回の2006年 調査では1位 を示 した。数学的リテラシー
も2000年 調査では2位 、2003年調査では3位 、今回の2006
年調査では1～4位 になった。 しか し、科学的 リテラシ
ーでは2000年 調査では1位,2003年 調査では4位 、2006
年調査では7～13位 に下落 し、科学教育に対する自省の
声が高い。




年文教部で発足 し、1990年 教育部に改称、2001年 教育
人的資源部に改称、2008年 科学技術部と統合 し、教育
科学技術部 となった。国家教育に関する政策樹立と学
校 教 育 、 生 涯 学 習 の 企 画 ・総 括 ・調 整 ・評 価 、 原 子 力
及 び 科 学 技 術 振 興 に 関 す る事 務 を 管 掌 して い る 。
8こ こ で の 「3不政 策 」 と は
、政 府 に よ る 「本 考 査 」 「高
校 等 級 制 」 「寄 与 入 学 制 」 を禁 止 す る こ とで あ る 。
9韓 国 の 初 等 教 育 機 関 の 名 称 は
、1940年 代 は 「公 立 国
民 学 校 」、1950年 代 か らは 「国 民 学 校 」 と呼 ば れ 、1996
年 か らは 「初 等 学 校 」 で 定 着 して い る 。 以 下 、 当 該 年
代 で 使 い 分 け が 、煩 雑 に な る の で 必 要 な 箇 所 で は()
内 に 注 記 す る 。
io大 学 修 学 能 力 試 験 を ほ と ん ど 全 て の 大 学 が 利 用 す
る た め 、 受 験 生 は これ を 受 け る 。 これ と高 等 学 校 が 発
行 す る 生 活 記 録 簿(調 査 書)、 各 大 学 の 用 意 す る2次 試
験(論 述 、 面 接 、 実 技 な ど)の 結 果 を 合 わ せ 合 否 判 定
を 受 け る(2次 試 験 を課 さ な い と か大 学 修 学 能 力 試 験
あ る い は 生 活 記 録 簿 の 結 果 を合 わ せ な い 大 学 、 学 部 も
あ る)。
llNationalEducationInformationSystemで教 育 行 政 情
報 を教 育 庁 と共 に 保 護 者 が 公 有 し 、請 願 の 手 続 き が 可
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